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１．2027年３月期第２四半期（中間期）の連結業績（2026年４月１日～2026年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年中間期増減率)

売上高
Non-GAAP
営業利益

営業利益 経常利益

親会社株主に
帰属する
Non-GAAP
中間純利益

親会社株主に
帰属する
中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期
中間期

943,806 9.3 54,592 41.2 43,800 76.7 42,775 63.8 41,697 69.5 45,320 51.6

2026年３月期
中間期

863,619 4.3 38,649 14.0 24,787 △12.8 26,120 △19.7 24,595 41.5 29,890 △9.2

(注) 包括利益 2027年３月期中間期 82,031百万円( 317.7％) 2026年３月期中間期 19,639百万円( △55.3％)

EBITDA
１株当たり
Non-GAAP
中間純利益

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 円 銭

2027年３月期
中間期

90,148 31.3 74.21 80.66 80.65

2026年３月期
中間期

68,683 △0.2 42.75 51.96 －

(注) Non-GAAP営業利益は、営業利益から「買収に伴うのれん・無形資産の償却費」「M&A関連費用」「株式報酬関連費
用」の一過性または本業との関連が低い費用を調整して算出する、本業での収益力を示す利益指標です。
親会社株主に帰属するNon-GAAP中間純利益は、親会社株主に帰属する中間純利益から「買収に伴うのれん・無形資
産の償却費」「M&A関連費用」「株式報酬関連費用」「構造改革関連費用」「投資有価証券売却損益」等と、これ
らに係る税負担及び非支配株主持分相当を調整して算出する利益指標です。
EBITDAは、営業利益から「有形固定資産の減価償却費」及び「のれん・無形資産の償却費」を調整して算出する、
キャッシュ創出力を示す利益指標です。

(注) 当社は、2026年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を実施しておりま
す。これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たりNon-GAAP中間純利益、１
株当たり中間純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益を算定しております。なお、2026年３月期中間期の
潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年３月期中間期 2,581,903 1,464,644 53.9

2026年３月期 2,558,184 1,410,067 52.3
(参考) 自己資本 2027年３月期中間期 1,391,620百万円 2026年３月期 1,337,193百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 － 28.00 － 30.00 58.00

2027年３月期 － 29.00

2027年３月期(予想) － 14.50 －

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
(注) 当社は、2026年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を実施しておりま

す。これに伴い、2027年３月期(予想)の１株当たり期末配当金は、株式分割を考慮した金額を記載し、年間配当金
合計は「－」として記載しております。株式分割を考慮しない場合の2027年３月期(予想)の１株当たり年間配当金
は58円00銭となります。



３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高
Non-GAAP
営業利益

営業利益 経常利益

親会社株主に
帰属する
Non-GAAP
当期純利益

親会社株主に
帰属する
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

通期 1,950,000 8.0 117,000 24.2 95,000 41.6 92,500 22.2 86,500 21.4 57,000 △12.0

EBITDA
１株当たり
Non-GAAP
当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭

通期 190,000 22.7 156.06 102.83
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有
(注) 2027年３月期の連結業績予想(通期)における１株当たりNon-GAAP当期純利益及び１株当たり当期純利益につきまし

ては、株式分割の影響を考慮しております。株式分割を考慮しない場合の2027年３月期の連結業績予想(通期)にお
ける１株当たりNon-GAAP当期純利益は312円11銭、１株当たり当期純利益は205円67銭となります。

※ 注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 －社 除外 ２社（社名） TOPPANエッジ株式会社 他１社

(注) 詳細は、添付資料16ページ「企業結合等関係」をご覧ください。

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(注) 詳細は、添付資料13ページ「会計方針の変更に関する注記」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2027年３月期中間期 589,412,480株 2026年３月期 589,412,480株

② 期末自己株式数 2027年３月期中間期 31,289,327株 2026年３月期 25,532,650株

③ 期中平均株式数（中間期） 2027年３月期中間期 561,873,540株 2026年３月期中間期 575,269,706株

(注) 期末自己株式数及び期中平均株式数（中間期）の算定上控除する自己株式数には、株式付与ESOP信託が所有する
当社株式が含まれております。

(注) 当社は、2026年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を実施しておりま
す。これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、期末発行済株式数、期末自己株式
数及び期中平均株式数を算定しております。

※ 第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、本資料発表日現在において想定できる経済情勢、

市場動向などを前提として作成したものであり、今後の様々な要因により、予想と異なる結果となる可能性があり
ます。
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１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況

当中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日まで）における経営環境につきまして

は、地政学リスクの長期化やインフレの進行に伴う原材料・エネルギー価格の高騰、国内の人口減

少に起因する人手不足や人件費の上昇など、依然として先行き不透明な状況が続いております。こ

のような環境下において、気候変動を背景とした脱炭素化社会や資源循環社会への移行に向け、サ

ステナブルな製品・サービスへの需要が一段と高まっております。また、AI等の先進技術の普及に

伴い、サイバーセキュリティの強化や適切なデータ管理、ガバナンスの徹底に対する社会的な要請

も一層高まりを見せております。一方で、AI半導体市場の拡大に加え、情報の信頼性担保や複雑な

社会課題を解決するIT・各種ソリューションへのニーズも急速に拡大しております。

このような状況のもと、当社グループは、当期よりスタートしている新中期経営計画において

「True Value Transformation」をキーコンセプトに掲げ、事業・人財・資本を磨き世界に真の価

値を提供してまいります。

また、経営資源や顧客基盤等を一体とした戦略を遂行し、シナジー創出や競争力強化を加速させ

るため、TOPPAN株式会社、TOPPANエッジ株式会社及びTOPPANデジタル株式会社を2026年４月に合併

いたしました。

さらに、事業と組織を一致させ事業ごとの戦略明確化による個別事業の強化、事業リソースの最

適配分に向けた事業別管理の実現、シナジーのさらなる創出の３つを目的としたビジネスユニット

制を導入いたしました。今までのエリア別事業部制から、事業別の管理体制とすることで、事業を

強化するとともに、周辺領域へのソリューション展開を推進してまいります。

なお、情報系セグメントについて、当期よりスタートしている新中期経営計画に基づく成長戦略

に沿って名称及び区分定義を見直しております。ただし、報告セグメントの取り扱いに変更はあり

ません。

セグメント名称 区分

変更前 情報コミュニケーション事業分野

デジタルビジネス
BPO
セキュアメディア
コミュニケーションメディア

変更後 情報ソリューション事業分野

セキュア
IoTソリューション
マーケティング
BPO
証券・事務系印刷
情報系印刷
情報系その他

以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は前年同中間連結会計期間に比べ9.3％増の9,438億

円、営業利益は76.7％増の438億円、経常利益は63.8％増の427億円、親会社株主に帰属する中間純

利益は51.6％増の453億円となりました。また、Non-GAAP営業利益は41.2％増の545億円、親会社株

主に帰属するNon-GAAP中間純利益は69.5％増の416億円となりました。

当中間連結会計期間におけるセグメント別の状況は以下のとおりです。
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≪情報ソリューション事業分野≫

セキュア事業では、前年度に買収したアジア全域でスマートカードソリューションを提供するタ

イ企業のDZ Card社の買収効果などにより、当事業全体で増収となりました。

IoTソリューション事業では、国内においてサービスパッケージの拡充を図り、増収となりまし

た。

マーケティング事業では、前年度の一過性案件の減少もありましたが、顧客の経営課題に立脚し

た統合提案を強化し、増収となりました。

BPO事業では、行政・公共案件の規模拡大により、増収となりました。

証券・事務系印刷事業では、サプライ事業の撤退に伴い減収となりました。今後も、価格改定の

さらなる推進や構造改革の遂行により、収益基盤の強化と業績の回復に努めてまいります。

情報系印刷事業では、出版・商業印刷が減少し、減収となりました。今後も、プロダクトミック

スの改善に加え、拠点の統廃合など収益性向上に向けた当事業のさらなる構造改革を進めてまいり

ます。

なお、当社は東京大学と共同で、AI研究と社会実装を推進するエンダウメント型研究組織「AIイ

ノベーション研究センター」を開設いたしました。東京大学が有する最先端のAI関連技術・研究開

発力をさらに強化し、民間企業等が培ってきたさまざまな事業領域における実務知やデータを活用

して社会実装を推進いたします。これにより、日本の産業競争力の強化への貢献とともに、AIが

人々の生活を豊かにするウェルビーイングな社会の実現を目指します。

以上の結果、情報ソリューション事業分野の売上高は前年同中間連結会計期間に比べ1.1％増の

4,302億円、営業利益は27.4％増の139億円、Non-GAAP営業利益は14.1％増の166億円となりまし

た。

≪生活・産業事業分野≫

パッケージ関連では、EUにてPPWR（包装・包装廃棄物規則）が2026年８月に適用開始されるなど

環境対応包材へのシフトが本格化する中、フィルム製造から加工までを自社内に取り込んだ垂直統

合戦略を推進し、SXパッケージのグローバル供給体制を強化しております。今後も、軟包装を中心

とした成長領域の取り込みと材料のグループ調達・製造オペレーションの横展開による収益性向上

を図ってまいります。海外では、前年度に買収した米州の軟包装事業や、高い環境性能を有するフ

ィルムの製造販売を行うIrplast S.p.A.の買収効果に加え、アジアにおける需要好調などにより、

増収となりました。国内では、サステナブルブランド「SMARTS ™ 」のもと、溶剤の使用を大幅に抑

制するパッケージ生産技術「SX生産方式 ™ 」の水性フレキソ印刷等を活用したSXパッケージが拡大

し、増収となりました。

建装材関連では、海外は、住宅金利の高止まりで市況が低迷する中、欧米における化粧シートの

拡販や、新興国市場の開拓を推進いたしました。国内は、環境配慮型化粧シートや空間演出ブラン

ド「expace®（エクスペース）」の好調な受注もあり、当事業全体で増収となりました。

なお、中東情勢による材料費高騰につきましては価格転嫁を実施し、調達懸念につきましてはグ

ローバルな調達網の活用等により、影響を最小限にとどめております。

以上の結果、生活・産業事業分野の売上高は前年同中間連結会計期間に比べ35.3％増の4,472億

円、営業利益は119.6％増の326億円、Non-GAAP営業利益は64.6％増の407億円となりました。
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≪エレクトロニクス事業分野≫

半導体関連では、高密度半導体パッケージ基板のFC-BGAにおいて、AIをはじめとするデジタル技

術の進展やそれに伴う半導体市場の成長を背景に、通信やAI向け用途の需要が増加いたしました。

当社はこれに対応するため先端品の認定を複数取得したほか、新潟工場において2026年１月に量産

を開始した先端半導体向けの新たな製造ラインが順調に稼働しております。また、2026年９月に

は、技術開発や量産の新たな拠点である石川工場にて、次世代半導体パッケージのパイロットライ

ンを立ち上げました。さらに、ブロードコム社と協力して進めているシンガポール工場につきまし

ては、2026年９月に開所式を執り行いました。今後は新潟工場、石川工場、シンガポール工場を含

めた３拠点体制のもと、FC-BGA基板の生産能力拡大及び本格稼働に向けた準備を着実に進めてまい

ります。なお、テクセンドフォトマスク株式会社が持分法適用関連会社に移行した影響により当事

業全体では減収となりましたが、当影響を除くと増収となりました。

ディスプレイ関連では、反射防止フィルムにおいて2026年９月に石川工場にて超広幅ラインの立

上げを進めておりますが、経営資源の最適な配分に向けた構造改革の推進により、当事業全体では

横ばいとなりました。なお、持分法適用関連会社でありましたGiantplus Technology Co., Ltd.の

全株式売却が2026年６月に完了いたしました。

以上の結果、エレクトロニクス事業分野の売上高は前年同中間連結会計期間に比べ34.2％減の

782億円、営業利益は11.7％減の180億円、Non-GAAP営業利益は12.3％減の180億円となりました。

（２）当中間期の財政状態の概況

当中間連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ237億円増加し、２兆5,819億

円となりました。これは受取手形、売掛金及び契約資産が160億円、流動資産のその他に含まれる

未収還付法人税が101億円、それぞれ減少したものの、投資有価証券が293億円、建設仮勘定が114

億円、原材料及び貯蔵品が79億円、それぞれ増加したことなどによるものです。

負債は、前連結会計年度末に比べ308億円減少し、１兆1,172億円となりました。これは流動負債

のその他に含まれる預り金が331億円減少したことなどによるものです。

純資産は、前連結会計年度末に比べ545億円増加し、１兆4,646億円となりました。これは、自己

株式が153億円増加したものの、利益剰余金が348億円、その他有価証券評価差額金が316億円、そ

れぞれ増加したことなどによるものです。

（３）キャッシュ・フローに関する説明

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年

度末に比べ262億円減少し、3,849億円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益

582億円に減価償却費等の非資金項目、営業活動に係る債権・債務の加減算を行った結果、454億

円の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却及び

償還による収入があった一方、設備投資などを行ったことから、528億円の支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入による資金調達

などを行った一方、自己株式の取得や長期借入等の返済、配当金の支払などを行ったことから、

170億円の支出となりました。
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（４）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

最近の業績動向等を踏まえ、2026年５月14日に公表しました業績予想を修正いたします。詳細に

ついては、本日別途公表しております「2027年３月期 通期連結業績予想の修正に関するお知ら

せ」をご参照ください。
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２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 438,866 440,173

受取手形、売掛金及び契約資産 478,429 462,427

有価証券 2,500 500

商品及び製品 79,401 83,291

仕掛品 37,824 44,005

原材料及び貯蔵品 64,312 72,221

その他 79,833 64,070

貸倒引当金 △7,523 △8,421

流動資産合計 1,173,644 1,158,269

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 211,998 214,663

機械装置及び運搬具（純額） 201,854 197,801

土地 136,539 136,349

建設仮勘定 64,354 75,804

その他（純額） 39,014 38,111

有形固定資産合計 653,763 662,731

無形固定資産

のれん 103,844 102,904

その他 177,636 174,684

無形固定資産合計 281,481 277,589

投資その他の資産

投資有価証券 340,051 369,438

その他 109,443 114,451

貸倒引当金 △199 △576

投資その他の資産合計 449,295 483,312

固定資産合計 1,384,540 1,423,634

資産合計 2,558,184 2,581,903
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 161,168 173,867

短期借入金 125,066 146,237

１年内返済予定の長期借入金 17,814 5,851

未払法人税等 13,614 15,013

賞与引当金 38,409 35,133

株式給付引当金 7,420 737

その他の引当金 8,459 9,342

その他 257,300 197,817

流動負債合計 629,253 584,001

固定負債

社債 130,000 130,000

長期借入金 218,039 218,403

リース債務 31,319 32,480

退職給付に係る負債 41,412 42,350

その他の引当金 10,477 3,199

その他 87,612 106,823

固定負債合計 518,862 533,257

負債合計 1,148,116 1,117,258

純資産の部

株主資本

資本金 104,986 104,986

資本剰余金 119,211 119,209

利益剰余金 990,765 1,025,647

自己株式 △45,227 △60,593

株主資本合計 1,169,735 1,189,249

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 55,987 87,593

繰延ヘッジ損益 △690 △626

為替換算調整勘定 94,443 99,295

退職給付に係る調整累計額 17,717 16,107

その他の包括利益累計額合計 167,457 202,370

非支配株主持分 72,874 73,023

純資産合計 1,410,067 1,464,644

負債純資産合計 2,558,184 2,581,903



TOPPANホールディングス株式会社(7911) 2027年３月期 第２四半期（中間期）決算短信

― 8 ―

（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

中間連結損益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

売上高 863,619 943,806

売上原価 660,433 720,887

売上総利益 203,185 222,919

販売費及び一般管理費

運賃 14,079 14,310

貸倒引当金繰入額 499 1,001

役員報酬及び給料手当 58,969 55,772

賞与引当金繰入額 10,375 13,999

役員賞与引当金繰入額 350 266

退職給付費用 2,500 1,589

役員退職慰労引当金繰入額 150 139

旅費 3,343 3,304

研究開発費 9,368 9,875

その他 78,761 78,859

販売費及び一般管理費合計 178,398 179,118

営業利益 24,787 43,800

営業外収益

受取利息 3,385 4,157

受取配当金 1,980 1,685

持分法による投資利益 473 4,806

為替差益 4,222 －

その他 2,954 1,690

営業外収益合計 13,016 12,338

営業外費用

支払利息 4,141 5,733

為替差損 － 3,313

デリバティブ損失 2,233 －

その他 5,308 4,316

営業外費用合計 11,683 13,363

経常利益 26,120 42,775
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(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

特別利益

固定資産売却益 114 319

投資有価証券売却益 24,625 19,058

投資有価証券評価益 483 －

環境対策費戻入益 6 1,536

関係会社株式売却損失引当金戻入額 － 873

退職給付制度改定益 － 577

受取補償金 － 285

関係会社株式売却益 － 135

受取保険金 61 36

解約損失引当金戻入額 － 36

特別退職金戻入額 26 －

補助金収入 19 －

特別利益合計 25,336 22,859

特別損失

固定資産除売却損 880 1,052

固定資産圧縮損 19 －

投資有価証券売却損 383 395

投資有価証券評価損 151 158

減損損失 475 173

特別退職金 1,073 5,089

災害による損失 － 549

関係会社清算損 86 －

関係会社株式売却損失引当金繰入額 63 －

関係会社株式売却損 0 －

特別損失合計 3,135 7,420

税金等調整前中間純利益 48,322 58,215

法人税、住民税及び事業税 15,656 14,481

法人税等調整額 △1,278 △3,463

法人税等合計 14,378 11,018

中間純利益 33,943 47,197

非支配株主に帰属する中間純利益 4,053 1,876

親会社株主に帰属する中間純利益 29,890 45,320
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中間連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

中間純利益 33,943 47,197

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △837 31,161

繰延ヘッジ損益 3,051 64

為替換算調整勘定 △17,914 8,997

退職給付に係る調整額 108 △1,342

持分法適用会社に対する持分相当額 1,287 △4,047

その他の包括利益合計 △14,304 34,834

中間包括利益 19,639 82,031

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 15,036 80,233

非支配株主に係る中間包括利益 4,603 1,797
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（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 48,322 58,215

減価償却費 38,803 40,918

減損損失 475 173

のれん償却額 5,092 5,429

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,224 △3,386

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △304 1,602

貸倒引当金の増減額（△は減少） 87 1,297

受取利息及び受取配当金 △5,366 △5,842

持分法による投資損益（△は益） △473 △4,806

投資有価証券売却損益（△は益） △24,242 △18,663

固定資産除売却損益（△は益） 766 733

固定資産圧縮損 19 －

補助金収入 △19 －

関係会社株式売却損益（△は益） 0 △135

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 25,045 17,244

棚卸資産の増減額（△は増加） △8,164 △17,620

仕入債務の増減額（△は減少） △37,758 12,105

契約負債の増減額（△は減少） 394 △3,339

預り金の増減額（△は減少） 2,036 △33,143

その他 10,531 △1,622

小計 56,471 49,161

利息及び配当金の受取額 5,391 6,067

利息の支払額 △3,571 △5,638

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △67,010 △4,133

営業活動によるキャッシュ・フロー △8,719 45,456

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,961 △36,201

定期預金の払戻による収入 1,962 9,500

有価証券の取得による支出 － △500

有価証券の売却による収入 － 2,500

有形固定資産の取得による支出 △87,956 △52,683

有形固定資産の売却による収入 2,490 1,227

無形固定資産の取得による支出 △9,245 △5,753

投資有価証券の取得による支出 △1,570 △1,471

投資有価証券の売却及び償還による収入 30,565 21,375

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による支出

△288,541 －

関連会社株式の売却による収入 － 10,541

補助金の受取額 19 －

その他 △5,240 △1,377

投資活動によるキャッシュ・フロー △361,477 △52,843
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(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △111,866 21,296

長期借入れによる収入 123,845 2,088

長期借入金の返済による支出 △15,582 △13,782

自己株式の取得による支出 △17,169 △22,223

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

△31 －

配当金の支払額 △9,356 △8,514

非支配株主への配当金の支払額 △1,552 △1,386

その他 △6,340 5,466

財務活動によるキャッシュ・フロー △38,054 △17,055

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,945 △2,060

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △406,305 △26,502

現金及び現金同等物の期首残高 753,125 411,178

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 268

現金及び現金同等物の中間期末残高 346,820 384,945



TOPPANホールディングス株式会社(7911) 2027年３月期 第２四半期（中間期）決算短信

― 13 ―

（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当社は、2026年５月14日開催の取締役会決議に基づき、当中間連結会計期間において4,582,500

株、21,795百万円の自己株式の取得を行っております。この取得等により、自己株式が15,366百万

円増加し、当中間連結会計期間末において自己株式が60,593百万円となっております。

（会計方針の変更に関する注記）

（金融商品会計に関する実務指針の適用）

「金融商品会計に関する実務指針」（移管指針第９号 2025年３月11日）を当中間連結会計期

間の期首から適用しております。なお、中間連結財務諸表に与える影響はありません。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

現金及び預金勘定 368,515百万円 440,173百万円

有価証券勘定 6,274 500

計 374,790 440,673

預入期間が３か月を超える定期預金 △25,769 △55,728

償還期間が３か月を超える債券等 △2,200 －

現金及び現金同等物 346,820 384,945
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（セグメント情報等の注記）

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
（注） 合計情報ソリュ

ーション
事業分野

生活・産業
事業分野

エレクトロ
ニクス
事業分野

計

売上高

外部顧客への売上高 417,946 326,860 118,812 863,619 － 863,619

セグメント間の
内部売上高又は振替高 7,552 3,733 126 11,412 △11,412 －

計 425,498 330,594 118,939 875,032 △11,412 863,619

セグメント利益
(営業利益) 10,941 14,876 20,472 46,290 △21,503 24,787

買収に伴うのれん・
無形資産の償却費 2,649 4,957 16 7,623 － 7,623

M&A関連費用 149 4,541 － 4,690 － 4,690

株式報酬関連費用 833 384 133 1,350 197 1,548

Non-GAAP営業利益 14,572 24,759 20,622 59,955 △21,305 38,649

（注）セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用△21,348百万円等が
含まれております。全社費用は、主に当社の本社部門及び基礎研究部門等に係る費用でありま
す。Non-GAAP営業利益は、営業利益から「買収に伴うのれん・無形資産の償却費」「M&A関連費
用」「株式報酬関連費用」の一過性または本業との関連が低い費用を調整して算出する、本業で
の収益力を示す利益指標です。
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Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
（注） 合計情報ソリュ

ーション
事業分野

生活・産業
事業分野

エレクトロ
ニクス
事業分野

計

売上高

外部顧客への売上高 422,557 443,096 78,152 943,806 － 943,806

セグメント間の
内部売上高又は振替高 7,712 4,156 132 12,000 △12,000 －

計 430,270 447,252 78,284 955,807 △12,000 943,806

セグメント利益
(営業利益) 13,935 32,663 18,078 64,677 △20,876 43,800

買収に伴うのれん・
無形資産の償却費 2,695 8,048 － 10,744 － 10,744

M&A関連費用 1 46 － 47 － 47

Non-GAAP営業利益 16,631 40,758 18,078 75,469 △20,876 54,592

（注）セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用△20,728百万円等が
含まれております。全社費用は、主に当社の本社部門及び基礎研究部門等に係る費用でありま
す。Non-GAAP営業利益は、営業利益から「買収に伴うのれん・無形資産の償却費」「M&A関連費
用」の一過性または本業との関連が低い費用を調整して算出する、本業での収益力を示す利益指
標です。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの名称の変更）

当中間連結会計期間の期首より、従来「情報コミュニケーション事業分野」としていた報告セグ

メントの名称を「情報ソリューション事業分野」に変更しております。当該変更は報告セグメント

の名称変更のみであり、セグメント情報に与える影響はありません。なお、前中間連結会計期間の

セグメント情報につきましても、変更後のセグメント名称にて開示しております。

（報告セグメントの利益又は損失の測定方法）

当社は、報告セグメントごとの業績をより適正に評価管理するため、当中間連結会計期間の期首

より、「ビジネスユニット制」を導入し、エリア別から事業別に管理体制を移行しております。こ

れに伴い、報告セグメント間の費用の配分方法を変更しております。なお、当該変更がセグメント

情報に与える影響は軽微であります。
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（企業結合等関係）

（連結子会社間の合併）

当社は、2025年３月13日開催の取締役会において、TOPPAN株式会社を合併存続会社、TOPPANエ

ッジ株式会社及びTOPPANデジタル株式会社を合併消滅会社とする吸収合併を行うことを決議いた

しました。2025年９月25日付で、これら当社の完全子会社間において、当該吸収合併に係る吸収

合併契約を締結し、2026年４月１日を効力発生日として、吸収合併を実施いたしました。

１ 取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及び事業の内容

存続会社の名称：TOPPAN株式会社

事業の内容 ：情報ソリューション事業分野、生活・産業事業分野、

エレクトロニクス事業分野など

消滅会社の名称：TOPPANエッジ株式会社

事業の内容 ：インフォメーションソリューション事業、ハイブリッドBPO事業、

コミュニケーションメディア事業、セキュアプロダクト事業

消滅会社の名称：TOPPANデジタル株式会社

事業の内容 ：TOPPANグループ全体のDX事業戦略策定、DX事業の創出・推進、

DXに関わる研究・開発、ITインフラの提供

(2) 企業結合日

2026年４月１日

(3) 企業結合の法的形式

TOPPAN株式会社を存続会社、TOPPANエッジ株式会社及びTOPPANデジタル株式会社を消滅会

社とする吸収合併

(4) 結合後企業の名称

TOPPAN株式会社

(5) その他取引の概要に関する事項

当社グループのさらなる成長に向けて、経営資源、顧客基盤を一体化し、グループ全体で

のシナジー創出や情報系をはじめとした事業の競争力強化を加速させることが必要と判断

し、本吸収合併を行うものであります。

２ 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019

年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。



TOPPANホールディングス株式会社(7911) 2027年３月期 第２四半期（中間期）決算短信

― 17 ―

（重要な後発事象の注記）

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

当社は、2026年８月27日開催の取締役会決議に基づき、2026年10月１日付で株式分割を行って

おります。

１ 株式分割について

(1) 株式分割の目的

当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、投資家の皆様がより一層投資しやすい環境

を整えることで、当社株式の流動性の向上及び投資家層の拡大を図ることを目的としており

ます。

(2) 分割の方法

2026年９月30日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有

する普通株式を１株につき２株の割合をもって分割いたします。

(3) 分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 294,706,240株

今回の分割により増加する株式数 294,706,240株

株式分割後の発行済株式総数 589,412,480株

株式分割後の発行可能株式総数 2,350,000,000株

(4) 株式分割の日程

基準日公告日 2026年９月15日

基準日 2026年９月30日

効力発生日 2026年10月１日

(5) その他

今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。

２ 株式分割に伴う定款の一部変更

(1) 定款変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2026年10月１日をもって

当社定款第６条に定める発行可能株式総数を変更いたしました。

(2) 定款変更の内容

変更内容は、以下のとおりであります。

（下線は変更部分を示しております。）

現行定款 変更後定款

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

13億５千万株とする。

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

23億５千万株とする。

(3) 定款変更の日程

効力発生日 2026年10月１日
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（持分法適用関連会社株式の売却）

当社は、当社の持分法適用関連会社であるartience株式会社（以下「artience」という。）が

2026年11月13日開催の同社取締役会において決議した自己株式の公開買付け（以下「本公開買付

け」という。）に、当社が所有するartience普通株式を応募することを2026年11月13日開催の当

社取締役会において決議いたしました。

１ 本公開買付けへの応募の理由

当社は、2026年５月に公表した「中期経営計画 2028」における重点施策の一つとして、

バランスシート改革を進めております。今般、その取り組みの一環として、当社が保有す

るartience株式の取扱いについて同社と協議を重ねた結果、同社より本公開買付けについ

ての提案を受けました。当社にて提案内容について検討した結果、買付け価格等の条件が

妥当であると判断できたことから、本公開買付けに応募する旨を決定いたしました。これ

に伴い、artienceは当社の持分法適用関連会社に該当しないこととなる見込みです。

２ 本公開買付けの日程（予定）

本公開買付け開始公告日 2026年11月16日

本公開買付けに係る買付け等の期間 2026年11月16日から2026年12月14日

決済の開始日 2027年１月７日

３ 当該持分法適用関連会社の概要

名称 artience株式会社

事業内容 持株会社としてのグループ戦略立案及び各事業会社の統括管理

当社との取引内容 当社の子会社がartienceの子会社より材料を仕入れております

４ 応募予定株式数、売却予定価額及び売却後の持分比率

応募予定株式数 10,446,988株

売却予定価額 約458億円

売却後の持分比率 －％

なお、本公開買付けにおける売却予定価額は、当社が応募するartience株式10,446,988

株が全て買付けられた場合の金額を記載しております。また、同社の他の株主の応募状況

によっては、当社が応募する10,446,988株の全てが買い付けられない可能性があります。

また、売却後の持分比率は、本公開買付けが成立し、当社が応募するartience普通株式

10,446,988株が全て買い付けられた場合の比率を記載しております。

５ 業績への影響

当社の応募株式数10,446,988株の全部の買付けが行われた場合、2027年３月期の当社連

結決算において関係会社株式売却益約30億円、当社個別決算において関係会社株式売却益

約349億円を計上する見込みです。


